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This article presents a quantitative selection criterion for probation using statistical analyses of judicial 
precedents obtained from a database. The analyses found the following. (1) The basic case in which a 
probation is selected is the case of "indecent assault" with one victim. In cases of "indecent assault with 
injury," "rape," and cases with two or more victims, the prison sentence is selected. (2) However, even in 
cases where the prison sentence is selected, the probation of imprisonment may be selected if (i) the 
crime was committed by a subordinate, (ii) the crime was committed by a relative or colleague, (iii) the 
crime was committed in a public facility, (iv) the defendant was found to be in a state of "mental 
exhaustion" at the time of the crime, or (v) the victim was found to be at fault. (3) [In addition to (1) and 
(2) above,] if (i) a settlement has been reached, (ii) compensation has been paid to the victim, (iii) 
forgiveness has been obtained from the victim (including (iv) forgiveness from some victims), (v) the judge 
recognizes that the defendant is unlikely to reoffend (or has a high potential for rehabilitation), or (vi) 
the defendant is young, the possibility of selecting probation will increase. On the other hand, if (viii) the 
defendant has a record of imprisonment, (ix) compensation has not been paid to the victim, (x) the 
defendant is not remorseful, or (xi) the defendant committed the crime during the period of probation, 
the possibility of choosing imprisonment is higher. 
 






 2．1 対象 
  2．2 設定した量刑因子（アイテム）／カテゴリー 




 3．1 モデルの精度 
 3．2 カテゴリースコア／レンジ／偏相関係数 
 3．3 「執行猶予選択に関する予測モデル」の考察 
 3．4 外れ値事例に関する検証 
4．まとめ 
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1．はじめに 












































































役 3 年～懲役 5 年であり，懲役 3 年以下の場合には
執行猶予を付けるのが通例となっている。 












































治 2 週間以内〉，〈傷害：全治 1 か月以内〉，








































（3-①）強姦［〈1 名〉，〈2 名〉，〈3 名〉，〈4
名〉，〈5 名以上〉，〈なし〉］ 
（3-②）強姦未遂［〈1 名〉，〈2 名〉，〈3 名〉，
〈4 名〉，〈5 名以上〉，〈なし〉］ 
（3-③）強制わいせつ［〈1 名〉，〈2 名〉，〈3





















































図表 1 は，対象とした 335 件の宣告刑の分布状況をま
とめたものである［SA］。＜実刑＞は 260 件（77.6％）
であり，＜執行猶予＞は 75 件（22.4％）である。＜実刑
＞の刑期の平均値は 96.44 月で，標準偏差は 76.24 であ
る。中央値は 72.00 月で，最頻値は 48 月〈懲役 4 年〉で
ある（最小値は12月〈懲役12月〉であり，最大値は360
月〈懲役 30 年〉である）。他方で，＜執行猶予＞の刑期
の平均値は 29.33 月で，標準偏差は 8.07 である。中央値
は 36.00 月で，最頻値は 36 月〈懲役 3 年〉である（最小










 性犯罪の刑期判断基準に関する定量的研究  81 
 
図表 1 本分析対象の宣告刑の分布状況 
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とから，本分析では除外した。したがって，説明変数は，
















が 0.538 で，判別的中率は 88.4％であった。予測モデル







































1.815（2 位）で，偏相関係数が 0.179（6 位）であった 
図表 2 判別的中率／相関比など 
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図表 3 偏相関係数順の量刑因子（アイテム） 
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図表 4 「性犯罪の犯情（性犯罪で犯情が最も重いもの）」に関するカテゴリースコア／レンジ／偏相関係数 
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位）で，偏相関係数が 0.173（8 位）であった［r= 0.134,










位）で，偏相関係数が 0.174（7 位）であった［r= 0.221,
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（4 位）で，偏相関係数が 0.300（2 位）であった
［r=0.347,χ²=40.289, p=0.000］。＜1 名＞のカテゴリ
ースコアが-0.255 となり，マイナス方向を示したのに対
して，＜2 名＞のカテゴリースコアは 0.389，＜3 名＞の
カテゴリースコアは 0.389 で，いずれもプラス方向を示






図表 5 「犯行後の行為」に関するカテゴリースコア／レンジ／偏相関係数 
 
 
図表 6 「すべての性犯罪の被害者数」に関するカテゴリースコア／レンジ／偏相関係数 
 
 
















































































＞のカテゴリースコアは 0.368 となり，プラス方向を示 
 柴田 守 88 
 
図表 7 「一般情状」に関するカテゴリースコア／レンジ／偏相関係数 
 
 
































































































図表 8 本分析から見えてきた性犯罪の執行猶予選択基準 
 
 












































＜階級値： -1.75（階級幅： -1.88～ -1.63）＞に 2 例
（0.8％）となり，計 7 例（2.7％）となる。 
 他方で，「執行猶予」では，＜階級値：0.25（階級








3．4．1 サンプルスコアが -1.13 を下回った事例（実
績値が予測値に比べて重かった事例） 
事例 1  福井地判平成 30年 12月 6日 LEX/DB25562172【監
禁，強制性交等被告事件】 
［事案の概要］ 












































図表 9 サンプルスコアの分布状況（階級幅別） 
 
 































（求刑 懲役 5 年 6 月） 
 
































制性交等罪の法定刑の下限が懲役 3 年から 5 年に引き上
げられた。また，量刑傾向として，強姦罪（強制性交等
罪）の宣告刑は徐々に重くなっており，全部執行猶予率
































事例 2  青森地判平成 10 年 11 月 11 日 LEX/DB28045204
【強姦致傷被告事件】 
［事案の概要］ 
被告人は，平成 10 年 6 月 25 日，知り合ったばかりの




日午後 8 時 15 分ころ，同市大字大谷字小谷地内北奥幹線
新設工事第 7 工区共同企業体送電線工事車両用待避所に
駐車した同車内において，同女の上に覆いかぶさり，そ




実績値：実刑（懲役 2年 6月） 
予測値：執行猶予 
サンプルスコア：-1.830 





















































































予が選択されるのは 4 分の 1 程度の事例であったことか
ら（図表 11参照），実績値が妥当であったと解される。 




















と考え，平成 27 年 12 月 20 日午後 9 時 28 分頃から同月

















































（求刑 懲役 3 年） 
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して，再分析することが望ましいと解する。 
 




為をしようと考え，平成 26年 9月 26日午後 11時頃から































































































（求刑 懲役 3 年） 
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開けて乗り込み，平成 26年 3月 11日午後 6時 59分頃か


















































である。本判決では，懲役 3 年 6 月の求刑に対して，懲











実績値：実刑（懲役 2年 6月） 
予測値：執行猶予 
サンプルスコア：-1.792 
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為をしようと企て，共謀の上，平成 16 年 2 月 6 日午前 0
時過ぎころから同日午前 4 時ころまでの間，C 県ａ市ｂ































































































（求刑 懲役 2 年） 
 







（当時 28 歳）を〔死亡前の相被告人であった〕A の自宅
マンションに呼び出し，その意に反して乳房を触るなど
して，わいせつな行為に及んだという事例である。本判
決では，懲役 2 年の求刑に対して，懲役 1 年の実刑を宣
告した。それに対して，本予測モデルでは，サンプルス
コアを-1.417 と算出し，「執行猶予」であると判定した。 


















































事例 7  大阪地判平成 5年 3月 25日 LEX/DB28025103【強
制わいせつ，特別公務員暴行陵虐被告事件】 
［事案の概要］ 
被告人甲は，昭和 48 年に警察官となり，昭和 60 年 4
月から平成 4 年 12 月 10 日まで大阪府警察本部地域部第
4方面機動警ら隊に勤務する司法警察員巡査であったもの，
被告人乙は，昭和 59 年に警察官となり，平成 2 年 10 月
から平成 4 年 12 月 10 日まで同機動警ら隊に勤務する司




































































































































































































3．4．2 サンプルスコアが 1.13 を上回った事例（実績
値が予測値に比べて軽かった事例） 









平成 24年 1月 22日午後零時 30分頃から同日午後 5時頃
までの間，群馬県桐生市＜以下略＞所在のホテル「ａ」
×××号室において，13 歳未満の女子であることを知り
ながら B を姦淫したものである。 
 




























































実績値：執行猶予（懲役 3年・全部執行猶予 5年） 
予測値：実刑 
サンプルスコア：0.264 



















事例 9  千葉地判平成 28年 9月 1日 LEX/DB25448250【強
制わいせつ致傷，強制わいせつ被告事件】 
［事案の概要］ 








































































































































事例 10  新潟地判平成 24 年 5 月 24 日 LEX/DB25481761
【強制わいせつ致傷，強制わいせつ被告事件】 
［事案の概要］ 
第 1 被告人は，平成 23 年 8 月 28 日午後 7 時頃，新潟
県上越市α町×丁目×番×号付近歩道上において，歩行
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第 2 被告人は，前同年 9 月 30 日午前 6 時 3 分頃，前同
市β町×丁目×番××号付近歩道上において，歩行中の
被害者 B（当時 16 歳）に対し，背後から両腕で抱き付き
ながら，両乳房を着衣の上から両手で数回もむなどし，
もって強いてわいせつな行為をした。 
第 3 被告人は，前同日午後 3 時 50 分頃，新潟県妙高
市γ×丁目××番×号付近路上において，歩行中の被害























































せつ 2 件という事例である。本判決では，懲役 3 年 6 月
の求刑に対して，懲役 3 年・保護観察付執行猶予 5 年を
宣告した。それに対して，本予測モデルでは，サンプル
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「保護観察付全部執行猶予」を選択した。 
事例 10 は判決年が「平成 24 年」であり，当時，一部
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役 3 年～懲役 5 年であり，懲役 3 年以下の場合には
執行猶予を付けるのが通例となっている。 
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3 年以下＞が多いが，＜懲役 7 年以下＞も増えている。
全部執行猶予率は 15％前後である。④強制性交等
（強姦）致死傷罪については，量刑のピークが＜懲役
7 年超＞であり，次いで＜懲役 7 年以下＞が多い。全
部執行猶予率は 5％前後である（これらのデータは，
性犯罪に関する刑事法検討会の第 1 回会議（令和 2 年
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